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議 案 目 次                 

 

議 案 番 号              件          名 

議第６３号  令和６年度山形市一般会計補正予算 

議第６４号  令和６年度山形市駐車場事業会計補正予算 

議第６５号  水槽付消防ポンプ自動車の購入について 

議第６６号  特殊災害対応車兼用緊急搬送車の購入について 

議第６７号  高規格救急自動車の購入について（西消防署天神町出張所） 

議第６８号  高規格救急自動車の購入について（東消防署蔵王温泉出張所） 

議第６９号  除雪車の購入について 

議第７０号  電子黒板の購入について（山形市立第一小学校ほか１３校） 

議第７１号  電子黒板の購入について（山形市立第五小学校ほか１３校） 

議第７２号  電子黒板の購入について（山形市立東小学校ほか２０校） 

議第７３号  工事請負契約の締結について（市道中野南線銅谷口橋整備工事（上部工）） 

議第７４号  山形市一般職の職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

議第７５号  山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

議第７６号  山形市市税条例の一部改正について 

議第７７号  山形市デイサービスセンター条例の一部改正について 

議第７８号  山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について 

議第７９号  山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ

いて 

議第８０号  山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について 

議第８１号  山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

議第８２号  山形市保健衛生関係手数料条例の一部改正について 

報第 １号  専決処分の承認について（山形市市税条例の一部改正について） 

報第 ２号  専決処分の承認について（山形市国民健康保険税条例の一部改正について） 

 



















議第６５号 

 

水槽付消防ポンプ自動車の購入について                   

 

次のとおり、水槽付消防ポンプ自動車を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  水槽付消防ポンプ自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金９６，８６６，９００円 

４ 購 入 先  株式会社長谷川ポンプ製作所 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

水槽付消防ポンプ自動車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等

に関する条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第６６号 

 

特殊災害対応車兼用緊急搬送車の購入について                   

 

次のとおり、特殊災害対応車兼用緊急搬送車を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  特殊災害対応車兼用緊急搬送車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金１７，６００，０００円 

４ 購 入 先  西東北日野自動車株式会社山形支店 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

特殊災害対応車兼用緊急搬送車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の

管理等に関する条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第６７号 

 

高規格救急自動車の購入について                   

 

次のとおり、高規格救急自動車を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  高規格救急自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金３５，７０７，７５０円 

４ 購 入 先  山形トヨタ自動車株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

高規格救急自動車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関す

る条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第６８号 

 

高規格救急自動車の購入について                   

 

次のとおり、高規格救急自動車を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  高規格救急自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金３９，６５７，６６１円 

４ 購 入 先  山形日産自動車株式会社本社店 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

高規格救急自動車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関す

る条例第３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第６９号 

 

除雪車の購入について                   

 

次のとおり、除雪車を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  除雪ドーザ 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金１５，９５０，０００円 

４ 購 入 先  日本キャタピラー合同会社山形営業所 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

除雪車を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第３

条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第７０号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  ２００台 

３ 購 入 金 額  金４１，１２５，６７８円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第７１号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  ２１３台 

３ 購 入 金 額  金４３，６９７，５２６円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第７２号 

 

電子黒板の購入について                   

 

次のとおり、電子黒板を購入する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  電子黒板 

２ 数   量  １９７台 

３ 購 入 金 額  金４１，１７４，１１６円 

４ 購 入 先  山形パナソニック株式会社 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

電子黒板を購入するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例第

３条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



 

議第７３号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的  市道中野南線銅谷口橋整備工事（上部工） 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 請 負 金 額  金１８１，５００，０００円 

４ 契約の相手方  渋谷建設・髙橋土建建設工事共同企業体 

 

 

 

理 由 

市道中野南線銅谷口橋整備工事（上部工）について、渋谷建設・髙橋土建建設工事共同企業

体と請負契約を締結するため、契約及び財産の取得又は処分並びに財産の管理等に関する条例

第２条の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 



 

議第７４号 

 

   山形市一般職の職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

 

 山形市一般職の職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年６月６日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市一般職の職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

 （山形市一般職の職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 山形市一般職の職員等の旅費に関する条例（昭和２９年市条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 

  別表第１を次のように改める。 

別表第１ 

 日当、宿泊料及び食卓料 

  

 

（山形市特別職の職員の旅費並びに費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 山形市特別職の職員の旅費並びに費用弁償に関する条例（昭和３２年市条例第５７号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１アの項中「１４，８００」を「１６，５００」に改め、同表イの項中        

「１３，１００」を「１４，８００」に改める。 

（山形市教育委員会教育長の給与、旅費、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部

区分 
日当 

（１日につき） 

宿泊料 

（１夜につき） 

食卓料 

（１夜につき） 

ア 
８級の職務にあ

る者 

円 

２，６００ 

円 

１４，８００ 

円 

２，６００ 

イ 
７級の職務にあ

る者 

円 

２，６００ 

円 

１３，１００ 

円 

２，６００ 

ウ 

４級以上６級以

下の職務にある

者 

円 

  

２，２００ 

円 

 

１３，１００ 

円 

 

２，２００ 

エ 

アからウまでに

掲げる職務以外

の職務にある者 

円 

 

２，２００ 

円 

 

１０，９００ 

円 

 

２，２００ 



 

改正） 

第３条 山形市教育委員会教育長の給与、旅費、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭

和２８年市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中「１３，１００」を「１４，８００」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年８月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （山形市一般職の職員等の旅費に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の山形市一般職の職員等の旅費に関する条例別表第１の規定は、

施行日以後に出発する旅行及び施行日前に出発し、かつ、施行日以後に完了する旅行のうち

施行日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち施行日前の期間に対応する

分及び施行日前に完了した旅行については、なお従前の例による。 

 （山形市特別職の職員の旅費並びに費用弁償に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の山形市特別職の職員の旅費並びに費用弁償に関する条例別表

第１の規定は、施行日以後に出発する旅行及び施行日前に出発し、かつ、施行日以後に完了

する旅行のうち施行日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち施行日前の

期間に対応する分及び施行日前に完了した旅行については、なお従前の例による。 

（山形市教育委員会教育長の給与、旅費、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改

正に伴う経過措置） 

４ 第３条の規定による改正後の山形市教育委員会教育長の給与、旅費、勤務時間その他の勤

務条件に関する条例別表第１の規定は、施行日以後に出発する旅行及び施行日前に出発し、

かつ、施行日以後に完了する旅行のうち施行日以後の期間に対応する分について適用し、当

該旅行のうち施行日前の期間に対応する分及び施行日前に完了した旅行については、なお従

前の例による。 

 

 

 

理 由 

物価高騰等による影響を鑑み、職員が公務により出張等を行う場合の宿泊料について見直し 

をしようとするものである。 



 

議第７５号 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年６月６日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１２年市条例第５８号）の一部を次のように

改正する。 

 別表１５の項支給の範囲の欄第５号中「第４７条第１項」の次に「及び第５項」を加え、「

指導業務」を「援助業務」に改め、同表に次のように加える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑴ 職員が、異常な自然現

象により重大な災害が発

生し、又は発生するおそ

れのある場合において行

う次に掲げる作業に従事

したとき。 
ア 避難所等の運営に関

する作業（規則で定め

る場合に限る。） 
イ り災証明に係る家屋

調査に関する作業 
ウ 避難所等における避

難者の健康管理に関す

る作業 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額  
２，１６０円 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 
１，０８０円 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 
１，６２０円 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
災害応急作

業等手当 

⑵ 職員が、異常な自然現

象により重大な災害が

発生し、又は発生するお

それのある次に掲げる

現場において行う巡回

監視に従事したとき。 
ア 河川の堤防等 
イ 道路法（昭和２７年

法律第１８０号）第 

４６条第１項（第２号

を除く。）の規定によ

り通行が禁止されて

いる区間内の道路又

はその周辺 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額 
１，４２０円 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 ７１０

円 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 
１，０６５円 

⑶ 職員が、⑵の現場にお

ける重大な災害の発生

した箇所又は発生する

おそれの著しい箇所で

行う応急作業又は応急

作業のための災害状況

の調査に従事したとき。 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額  
２，１６０円 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額  
１，０８０円 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 
１，６２０円 



 

  

⑷ 職員が、噴火により重

大な災害が発生し、又は

発生するおそれがある

場合において災害対策

基本法（昭和３６年法律

第２２３号）第６０条第

１項の規定により居住

者等が避難のための立

退きを指示された地域

又は同法第６３条第１

項の規定により設定さ

れた警戒区域その他規

則で定める地域におい

て行う災害状況の調査、

巡回監視、工事の監督、

測量、測量の監督等の作

業に従事したとき。 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額  
２，１６０円 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額  
１，０８０円 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 
１，６２０円 

  

⑸ 職員が、⑴から⑷まで

に掲げる作業に相当す

る作業で市長が認める

ものに従事したとき。 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額 
２，１６０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 
１，０８０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 
１，６２０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用） 



 

２ 改正後の別表１５の項の規定は令和６年４月１日から、改正後の別表１８の項の規定は同

年１月１日から適用する。 

 

 

 

理 由 

異常な自然現象により災害が発生した場合に現場で応急作業等を行う職員に対して特殊勤務

手当を支給しようとするものである。 



議第７６号 

 

山形市市税条例の一部改正について 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例 

山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第２２条第１項第３号イ中「公益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号）第１条」を

「公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）第２条第１項第１号」に、「金銭」を「当

該公益信託に係る信託事務に関連する寄附金」に改める。 

第４３条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

附則第６条の２を削り、附則第６条の３を附則第６条の２とする。 

附則第８条の７の次に次の１条を加える。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第８条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び第４項に規

定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条第３項に

規定する特別税額控除対象納税義務者の第１９条、第２１条から第２２条の３まで、附則第

６条の３第２項、附則第８条第１項、附則第８条の３の２第１項、附則第８条の４及び附則

第１０条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第９条第３項中「及び附則第８条の５第１項」を「、附則第８条の５第１項及び前条」

に、「とする」を「と、前条中「附則第８条の４及び」とあるのは「附則第８条の４、次条第

２項及び」とする」に改める。 

附則第１１条の２中第１６項を第１７項とし、第７項から第１５項までを１項ずつ繰り下げ、

第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する条例で定める割合



は、７分の６とする。 

附則第２０条第３項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２１条第３項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２２条第３項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２５条第５項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２６条第２項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２６条の３第２項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２６条の４第２項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改め、同条第５項第５号中

「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、「同条第１項」を「附則第８条の

５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附則第２６条の５第２項第５号中「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、

「同条第１項」を「附則第８条の５第１項及び附則第８条の８」に改め、同条第５項第５号中

「附則第８条の５」の次に「及び附則第８条の８」を加え、「同条第１項」を「附則第８条の

５第１項及び附則第８条の８」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

 ⑴ 第４３条の改正規定 令和７年４月１日 

⑵ 第２２条第１項の改正規定及び附則第６条の２を削り、附則第６条の３を附則第６条の

２とする改正規定並びに次条の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の

施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 



第２条 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の

適用がある場合における前条第２号に掲げる規定による改正後の山形市市税条例第２２条第

１項第３号イの規定の適用については、同号イ中「寄附金」とあるのは、「寄附金（所得税

法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７８条第３項の規定

により特定寄附金とみなされるものを含む。）」とする。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 この条例による改正後の山形市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６

年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、

なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

地方税法等の改正に伴い、個人市民税の特別税額控除の実施、固定資産税の課税標準の軽減

割合の設定など、所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第７７号 

 

   山形市デイサービスセンター条例の一部改正について 

 

 山形市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 

山形市デイサービスセンター条例（平成５年市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表山形市漆山デイサービスセンターの項を削る。 

第３条第２号中「山形市漆山デイサービスセンター及び」を削る。 

  附 則 

この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

市内における介護サービスの供給状況を踏まえ、漆山デイサービスセンターを廃止しようと

するものである。 



議第７８号 

 

山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

 

山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

山形市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条例第 

１８号）の一部を次のように改正する。 

第３０条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５

人」に改める。 

第３２条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５

人」に改める。 

第４５条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５

人」に改める。 

第４８条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」を「２５

人」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるとき

は、当分の間、改正後の第３０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２項及び第４８条第



２項の規定は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の山形市家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第３０条第２項、第３２条第２項、第４５

条第２項及び第４８条第２項の規定は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力

を有する。 

 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、小規模保育事業等における職員の配置基準について所要の改正

を行おうとするものである。 



議第７９号 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につい

て 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０年市条例第７２

号）の一部を次のように改正する。 

第３６条第２項中「２０人」を「１５人」に、「３０人」を「２５人」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、当分の間、

改正後の第３６条第２項の規定は、適用しない。この場合において、この条例による改正前

の山形市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第３６条第２項の規定は、

この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 

 

 

理 由 

 厚生労働省令の改正に伴い、保育所における職員の配置基準について所要の改正を行おうと

するものである。 



議第８０号 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成３１年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項の表満３歳以上満４歳未満の子どもの項中「２０人」を「１５人」に改め、同

表満４歳以上の子どもの項中「３０人」を「２５人」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 子どもの教育及び保育に従事する職員の配置の状況に鑑み、教育及び保育の提供に支障を

及ぼすおそれがあるときは、当分の間、改正後の第５条第２項の規定は、適用しない。この

場合において、この条例による改正前の山形市認定こども園の認定の要件に係る基準並びに

施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第５条第２項の規定は、この条例の施行の日

以後においても、なおその効力を有する。 

 

 

 



理 由 

 内閣府・文部科学省・厚生労働省告示の改正に伴い、幼保連携型認定こども園以外の認定こ

ども園における職員の配置基準について所要の改正を行おうとするものである。 



議第８１号 

 

山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 

山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成３０年市条例第７３号）の一部を次のように改正する。 

第６条第３項の表３の項中「２０人」を「１５人」に、同表４の項中「３０人」を「２５

人」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 園児の教育及び保育に直接従事する職員の配置の状況に鑑み、教育及び保育の提供に支障

を及ぼすおそれがあるときは、当分の間、改正後の第６条第３項の規定は、適用しない。こ

の場合において、この条例による改正前の山形市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営に関する基準を定める条例第６条第３項の規定は、この条例の施行の日以

後においても、なおその効力を有する。 

 

 

 



理 由 

 内閣府・文部科学省・厚生労働省令の改正に伴い、幼保連携型認定こども園における職員の

配置基準について所要の改正を行おうとするものである。 

 



議第８２号 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部改正について 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年６月６日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市保健衛生関係手数料条例の一部を改正する条例 

山形市保健衛生関係手数料条例（平成３０年市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

 別表中６７の項を６９の項とし、６４の項から６６の項までを２項ずつ繰り下げ、同表６３

の項中「６４の項から６７の項まで」を「６６の項から６９の項まで」に改め、同項を同表 

６５の項とし、同表中６２の項を６４の項とし、４６の項から６１の項までを２項ずつ繰り下

げ、同表４５の項中「４６の項、５４の項及び５５の項」を「４８の項、５６の項及び５７の

項」に改め、同項を同表４７の項とし、同表４４の項を同表４６の項とし、同表４３の項中

「４４の項、５４の項及び５５の項」を「４６の項、５６の項及び５７の項」に改め、同項を

同表４５の項とし、同表中４２の項を４４の項とし、３８の項から４１の項までを２項ずつ繰

り下げ、同表３７の項中「４８の項から５５の項まで」を「５０の項から５７の項まで」に、

「３８の項から４２の項まで」を「４０の項から４４の項まで」に、「５０の項から５３の項

まで」を「５２の項から５５の項まで」に改め、同項を同表３９の項とし、同表３６の項を同

表３８の項とし、同表３５の項中「３６の項から４７の項まで」を「３８の項から４９の項ま

で」に改め、同項を同表３７の項とし、同表中３４の項を３６の項とし、２の項から３３の項

までを２項ずつ繰り下げ、１の項の次に次のように加える。 

 

２ 

 

食品衛生法第５５条第１項の規定

に基づく営業の許可に係る許可証

の書換え交付 

食品営業許可証書換

え交付手数料 

２，０００円 

３ 

食品衛生法第５５条第１項の規定

に基づく営業の許可に係る許可証

の再交付 

食品営業許可証再交

付手数料 

２，５００円 

附 則 



 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （適用） 

２ 改正後の別表２の項及び３の項の規定は、施行日以後の申請に係る手数料について適用す

る。 

 

 

 

   理 由 

 食品衛生法の改正を踏まえ、食品営業の許可に係る許可証の書換え交付及び再交付の申請手

数料を定めようとするものである。 

 



報第１号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙写しのとおり専決処分をしたので、同条第３

項の規定により報告し、承認を求める。 

 

  令和６年６月６日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 



写 

専第９号 

 

山形市市税条例の一部改正について 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、上記のとおり専決処分する。 

 

令和６年３月３０日 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 



別紙 

山形市市税条例の一部を改正する条例 

山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

附則第８条の４の次に次の３条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第８条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に規定

するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の合計所得

金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次条及び附則第８条の７において

「特別税額控除対象納税義務者」という。）の第１９条、第２１条から第２２条の３まで、

附則第６条の３第２項、附則第８条第１項、附則第８条の３の２第１項、前条及び附則第 

１０条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２２条第２項、第３７条の５第１項及び前条の規

定の適用については、第２２条第２項及び前条中「附則第５条の６第２項」とあるのは「附

則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第３７条の５第１項中「課した」とあるの

は「附則第８条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年

中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」と、「、

前々年中」とあるのは「、附則第８条の５第１項の規定の適用がないものとした場合におけ

る前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第８条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべき各

納期の納付額については、第３１条の規定にかかわらず、次に定めるところによる。 

⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額（前

条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の市民税の

額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第

１項及び第２項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の県

民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以下この号において

「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）からその者の普通徴収

に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境

税の額の合算額を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を



４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全

額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下

この項において「分割金額」という。）に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前

の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項におい

て「第１期分金額」という。）に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期

の納付額は、第３０条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項

において「第１期納期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期にお

いてはその者の分割金額とする。 

⑵ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額

に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期におい

てはないものとし、第３０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項

において「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額

との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、

第３０条第１項に規定する第３期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）

及び同条第１項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という。）

においてはその者の分割金額とする。 

⑶ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額

とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知

書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものとし、

第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額と

の合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、

第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

⑷ 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者

の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額以上である場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期

においてはないものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民税の

額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 



２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第３７条第１項の規定により普通徴収の方

法によつて徴収されることとなつたものを除く。）を同項の規定により普通徴収の方法によ

つて徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第８条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第３７条の２第１項の規定により特別徴収

の方法によつて徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項において「年

金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。）の額及び同条第２項の規定により普通徴

収の方法によつて徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次

に定めるところによる。 

⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額（附

則第８条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される第３７条の２第１項

に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦

課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以

下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」とい

う。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）からその者の年金所得に係

る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下この項及び第３項において「年金所

得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から

特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個

人の市民税の額の２分の１に相当する額をいう。以下この号において同じ。）を控除した

額をいう。以下この号において同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円

未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第２期分金額」という。）を

その者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する

金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期

及び第２期納期に普通徴収の方法によつて徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の

市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）並びに第３７条の３に

規定する特別徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によつて徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対

象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金額からその者の年金所



得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、第２期納期

においてはその者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の

市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該

金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。

以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項に

おいて「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１

日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の第２期分金額と

の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期に

おける税額はないものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第２

期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日ま

での間においてはその者の１０月分金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月

３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額に満たない場合には、

普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額はな

いものとし、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間において

はその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税

額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

⑷ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額以上であ

り、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びそ

の者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、



第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月３１日までの間

においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びそ

の者の分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

⑸ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金

額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期

及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日まで

の間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその

者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３７条の４の規定の適用については、同条第２項

中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３月

３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の

回数で除して得た額」とあるのは、「附則第８条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法

によつて徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第１

項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定めるところによる。 

⑴ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に

係る個人の市民税の額から第３７条の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額

を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に 

１００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その

端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に

２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控

除した残額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間においてはその者の１０月分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１



日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分金額とその者の分割金額との合

計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日

から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１月

３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額からその

者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、

同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がそ

の者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合には、特別徴収対象税

額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税

額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の第３７条の

５第２項の規定により読み替えられた第３７条の２第１項に規定する年金所得に係る特別

徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第３７条の４の規定の適用については、同条第２項

中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の３月

３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の

回数で除して得た額」とあるのは、「附則第８条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法

によつて徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第３７条の６第１項の規定の適用がある場合について

は、前各項の規定は、適用しない。 

附則第９条第２項中「前条」を「附則第８条の４」に改め、同条第３項中「第２２条の３第

１項」の次に「及び附則第８条の５第１項」を加え、「同項中」を「第２２条の３第１項中」

に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、附則第８条の５第１項中「前

条及び」とあるのは「前条、附則第９条第２項及び」とする」に改める。 

附則第１１条の２第７項中「附則第１５条第２５項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第

３号イ」に改め、同条第８項中「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項

第３号ロ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附則第１５条第２５

項第３号ハ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第

２５項第４号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５



条第２５項第４号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２５項第３号ハ」を「附則第

１５条第２５項第４号ハ」に改め、同条第１４項を削り、同条第１５項中「附則第１５条第 

３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条中第１６項を第

１５項とし、第１７項を第１６項とする。 

附則第１１条の１１を附則第１１条の１２とする。 

附則第１１条の１０中「附則第７条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同条を附

則第１１条の１１とする。 

附則第１１条の９中「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改め、同

条を附則第１１条の１０とする。 

附則第１１条の８中「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１２項各号」に改め、同

条を附則第１１条の９とする。 

附則第１１条の７中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第１１項各号」に改め、同

条を附則第１１条の８とする。 

附則第１１条の６中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同条

を附則第１１条の７とする。 

附則第１１条の５中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同条を

附則第１１条の６とし、附則第１１条の４を附則第１１条の５とし、附則第１１条の３の次に

次の１条を加える。 

（新築された認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告の特例等） 

第１１条の４ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分

所有に係る住宅については、前条の申告書の提出がなかつた場合においても、長期優良住宅

の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規定する管理者等か

ら、法附則第１５条の７第３項に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書

類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２項に

規定する要件に該当すると認められるときは、前条の規定にかかわらず、法附則第１５条の

７第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改める。 

附則第１２条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は令和８年



度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７年度分又は令和８年

度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７

年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改め

る。 

附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年

度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税にあつては、１００分の  

２．５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあつては、前年度分の固定資産税の課税標準

額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度か

ら令和８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度

まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

附則第１４条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、「。以下この項において同じ。」及び「（令和３年度分の固定資産税にあつては、

前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 

附則第１５条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条中「令和３年法律第７号」を「令和６年法律第 号」に、「附則第２２条

第１項」を「附則第２１条第１項」に、「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に改める。 

附則第１９条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同条第４項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

附則第２０条第３項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２０条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２１条第３項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２１条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２２条第３項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２２条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 



附則第２５条第５項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２５条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２６条第２項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２６条の３第２項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２６条の４第２項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２６条の４第５項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条の４第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 

附則第２６条の５第２項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条の５第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第２６条の５第５項に次の１号を加える。 

⑸ 附則第８条の５の規定の適用については、同条第１項中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに附則第２６条の５第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。

附則第２７条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあつては、１００分の   

２．５）」及び「（令和３年度分の都市計画税にあつては、前年度分の都市計画税の課税標準

額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和６年度か

ら令和８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和３年度から令和５年度

まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

附則第２８条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度



まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、「。以下この条において同じ。」及び「（令和３年度分の都市計画税にあつては、

前年度分の都市計画税の課税標準額）」を削る。 

附則第２９条中「第１０項」を「第９項」に、「第１４項から第１８項まで」を「第１３項

から第１７項まで」に、「第２０項」を「第１９項」に、「第２１項」を「第２０項」に、

「第２５項」を「第２４項」に、「第２８項」を「第２７項」に、「第３２項から第３６項ま

で」を「第３１項から第３４項まで」に、「第３９項」を「第３７項」に、「第４０項若しく

は第４４項」を「第４２項若しくは第４５項」に改める。 

附則第３０条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改める。 

附則第３１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同条中「附則第２２条第１項」を「附則第２１条第１項」に、「令和３年度か

ら令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の山形市市税条例（以下「新条

例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税

について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた地方税法等の一部を改正す

る法律（令和６年法律第 号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項

に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６年

度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２項



に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に

対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

 



報第２号 

 

   専決処分の承認について 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙写しのとおり専決処分をしたので、同条第３

項の規定により報告し、承認を求める。 

 

  令和６年６月６日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 



写 

専第１０号 

 

山形市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

山形市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、上記のとおり専決処分する。 

 

令和６年３月３１日 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

 



別紙 

山形市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

山形市国民健康保険税条例（昭和３６年市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

第２０条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改め、同項第２号中「２９万円」を 

「２９万５千円」に改め、同項第３号中「５３万５千円」を「５４万５千円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山形市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分

の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。 


